
 

《 平成30年度 重点取組事項 》 

九州森林管理局 
国民の森林・国有林 

※平成31年３月時点版 

資 料２ 



平成30年度 九州森林管理局 重点７項目 

 『林業の成長産業化』とは、「林業及び木材産業を安定的に成長発展させ、山村等における就業機会の創
出と所得水準の上昇をもたらす産業へと転換すること」（平成28年５月森林・林業基本計画より） 

 ①確実な再造林の実施に向けた造林コストの低減  

 ②生産性の向上による担い手の育成 

 ③深刻化するシカ被害への対応 

 ④優れた自然環境を有する森林の保全 

 ⑤森林総合監理士の活動等を通じた市町村林務行政の支援 

 ⑥森林景観を活かした観光資源の創出 

 ⑦被災地の森林・林業の再生に向けた取組 



獣害対策
（単木保護）
中苗

コンテナ苗
従来苗比較

次代検定林

高下刈

早生樹植栽

隔年下刈

普通苗植栽

低密度植栽

パッチディ
フェンス
（無下刈り）
中苗

ペ－パ－ポット

単木保護資材と
下刈りの組合せ

コンテナ苗
従来苗比較

・ 持続的な森林経営が期待される人工林にあっては、公益的機能の発揮及び資源の確実な造成を図る観点
から、伐採後の再造林を確実に行う必要があり、造林コストの低減等が課題。 
・ 民有林への普及を念頭に、林業の低コスト化等に関する先駆的手法を積極的に導入し、国有林のみならず
民有林においても、低コストで高効率な施業が普及・定着するよう取り組む。 

①確実な再造林の実施に向けた造林コストの低減  

  「次世代造林プロジェクト」として、森林総合研究所（九州支所・九州育種場）、宮崎大学
との連携により、特定母樹から生産したスギ苗を用いた中苗（70～100cm程度の大きめの
苗木）の植栽、単木保護資材の設置、下刈の方法や回数を変え、シカ被害と労働力の軽
減について検証。また、低密度植栽、天然力を活用した更新方法、コウヨウザン等の早生
樹の植栽等の試験も実施。 

実証結果については、民有林へ普
及（平成31年１月までに現地検討会
等を27回開催し、523名が参加） 

H29.11.14撮影（姶良20号）H29.5.31撮影（姶良20号）

約80㎝

173㎝

スギ中苗の生育状況 

低コスト造林実証試験地の概況 
（熊本県人吉市、熊本南部森林管理署管内） 

○ １ha当たりの育林経費 （万円） 

地拵え 

30 

苗木代 

35 

植付 

26 
下刈 

75 

除伐 

14 

間伐 

57 

森林整備に要するコストは、植栽、下
刈等の初期段階が大半（約７割）。 

これらのコストを削減するためには、
工程全体が最適化されるよう、施業技
術の開発・実証や事業への適用を図
ることが必要。 

九州沖縄の５大学（九州大学、熊本県立
大学、宮崎大学、鹿児島大学、琉球大学）
とも連携し、研究・技術開発を推進。 

計237万円 

（林野庁森林・林業・木材産業の現状と課題） 
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 素材生産事業を行う全署（16署等）で日報管理による工程管理を実施（生産性の把握は全
ての生産事業箇所で実施）。 【現状（H27）：主伐6.5、間伐3.9→目標（H30）：8.1、間伐5.0（㎥/人・日）】 

14.1 
20.9 

24.8 
31.7 

伐倒 集材 造材 運材等 

・地域林業を支える担い手の育成、国産材の安定供給に向けて、生産性の向上が課題。 
・日報管理を通じた工程管理により、作業システムの最適化や作業改善を図り、高い生産性の実現を目指す。 

②生産性の向上による担い手の育成 

※生産性向上によるコスト削減は、事業者の利益となり、利益を賃金等の雇用
条件の改善につなげるなど、経営の安定化につながる（正のスパイラル）。 

生産性向上のメリット ボトルネック解消のイメージ 

作業配置見直し 

日報のイメージ 

九州からの木材輸出は中国向けを中心
に増加。平成29年の原木輸出は78万㎥
（対前年比51%増。全国の80%）、製品輸出
は４万㎥ （対前年比85%増、全国の33%） 

鹿児島県志布志港 
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（農林水産省木材統計調査） 

○ 九州局管内８県の素材生産量 

（万㎥） 

○ 木材輸出 
※数字は生産性（m3/日） 

生産した素材の数量確定
に当たって、デジタル写真
から画像処理を行い、木
材の径級を自動判別し、
効率よく材積を測定する。 

 

ICT技術による素材生産業務の効率化 
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・木寄集材をグラップルで実施すること
により、作業効率の向上と機械経費の
縮減を達成 
・造材と比較して生産性が低かった木
寄集材工程が改善され、造材工程の
待ち時間が短縮（造材工程の向上、機
械経費の縮減） 
・生産性：従来6.7→現行11.6㎥/人日(73%↗) 
・生産コスト：従来8,230円→現行3,882 円/
㎥(53%↘) 

東部林業株式会社（佐賀県佐賀市）の取組事例（主伐） 

平成29年度国有林間伐・再造林推進コンクール 
林野庁長官表彰 最優秀賞 

（株式会社 woodinfoホームページより） 
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・ シカの増加、生息域の拡大により森林の被害が深刻化。「抜本的な鳥獣捕獲強化対策」（2013年、環境省・
農林水産省）ではシカの生息数を10年後までに半減させることを目標としているが、捕獲の担い手である狩猟
者は著しく減少・高齢化。 
・ 環境省や県・市町村等の関係機関との連携を図りながら戦略的な対応を進めるとともに、くくり罠の無償貸
与等による地域と一体となった森林被害対策に取り組む。 

③深刻化するシカ被害への対応 

○ ニホンジカによる森林被害 

シカ被害により下層植生が 
消失し、表土が流出 

推定生息密度 

自動撮影カメラで撮影されたシカ 

くくり罠 

ニホンジカの生息状況（糞塊）調査 

屋久島では、環境省、県・市町村、
学識経験者等によるワーキンググ
ループを設置し、関係機関が連携し
て戦略的にシカ被害対策を推進。 

「九州シカ広域一斉捕獲」として、九州５県
（福岡、熊本、大分、宮崎、鹿児島）と連携
し、春期８日間、秋期15日間に集中的に捕

獲。期間中は国有林の入林禁止区域の撤
廃や林道ゲートの開放等を実施。 

地元市町村・猟友会・林業事業
体との「シカ被害対策協定」によ
り、地域全体での被害対策を実
施（平成31年2月までに34協定を締

結）。 
  協定の主な内容 

   ・入林手続きの簡略化 

   ・森林管理署によるわなの無償貸与 

（環境省作成） 

7.9  
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10.6  

12.7  13.1  12.4  
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(万頭) 

九州におけるシカ捕獲頭数 ※環境省生息状況等緊急調査事業による 
   推定生息頭数は約43万頭（平成24年度末） 3 



・ 特に優れた自然環境を有する地域については保護林に設定し、森林生態系の保全、希少な野生生物の保
護を図ることとし、モニタリング調査等を通じた順応的管理に取り組む。 
・ 世界自然遺産への登録が見込まれる「奄美大島、徳之島、沖縄島北部及び西表島」については、地元関係
者と連携して、世界自然遺産登録後の森林生態系保護地域の適切な保全対策等を実施。 

④優れた自然環境を有する森林の保全 

 「奄美大島、徳之島、沖縄島北部及び西表島」については、世界自然遺産推薦区域の陸域のうち約６割が国有林であり、
沖縄島北部ではやんばる森林生態系保護地域を設定（平成29年12月25日）するなど、厳格な管理と適切な利用を推進。 

 【世界遺産登録に向けたスケジュール】 

• 2017年２月 ユネスコへ推薦書を提出 

• 2017年10月 世界遺産委員会の諮問機関（IUCN）による現地調査・評価 

• 2018年５月 IUCNが世界遺産委員会に「記載延期」との評価結果を勧告 

• 2018年６月１日 推薦を取り下げることを決定 

• 2019年２月１日 ユネスコへ推薦書の再提出 

• 2020年夏頃 世界遺産委員会における審議（登録の可否決定） 

奄美大島のヒカゲヘゴ イリオモテヤマネコ 

森林生態系保護地域：７箇所 53,887ha 

生物群集保護林：10箇所 16,754ha 

希少個体群保護林：75箇所 4,009ha 

○ 保護林の設定状況 
（平成30年9月5日時点） 

ノグチゲラ 

やんばる森林生態系保護地域 

 宮崎県の猪八重地区における原生的な照葉
樹林について、新たに猪八重照葉樹林生物
群集保護林を設定（平成30年9月5日）。 

三ツ岩オビスギ遺伝資源希少個体群保護林 九州中央山地生物群集保護林 屋久島森林生態系保護地域 

直径１ｍ、樹高３０ｍを超すイチイガシの巨木 

い の は え 

4 



※ 共有の森林所有者が不確
知の場合は市町村長による
公告を経て権利の設定が可
能。

※ 意向調査における不同意
の場合や、森林所有者が不
明の場合等は、都道府県知
事による裁定を経て権利設
定が可能。

※

経
営
管
理
の
責
務
を
明
確
化

（
適
時
の
伐
採
・
造
林
・
保
育
の
実
施
）

森

林

所

有

者

○ 意欲と能力のある林業経営
者に林業経営を委託市

町

村

○ 市町村による間伐等の実施
（市町村森林経営管理事業）

林業経営に適した森林

自然的条件に照らして
林業経営に適さない森林等

信
用
基
金
に
よ
る
経
営
の
改
善
発
達
に
係
る
助
言
等

林
業
・
木
材
産
業
改
善
資
金
の
償
還
期
間
の
延
長

国
有
林
野
事
業
に
お
け
る
受
託
機
会
増
大
へ
の
配
慮

経営管理実施権
の設定を希望す
る林業経営者を
募集・公表

都
道
府
県

公表

意
欲
と
能
力
の
あ
る
林
業
経
営
者

募集

【支援措置】

経営管理権の設定

経営管理実施権の設定

経営管理実施権
配分計画

経営管理権
集積計画

経営管理受益権

経営管理受益権

経営管理受益権

・ 森林所有者自ら経営管理できない森林のうち、①経済ベースにのる森林については、市町村を介して意欲
と能力のある林業経営者に集積・集約化するとともに、②経済ベースにのらない森林については、市町村が
森林環境譲与税（仮称）を活用し公的に管理する、新たな森林管理システムが平成31年度から施行予定。 
・ 新たな森林管理システムが効率的に機能するよう、国有林職員の森林総合監理士への登録を推進し、市
町村林務行政に対する技術的支援を積極的に実施。 

⑤森林総合監理士の活動等を通じた市町村林務行政の支援 

 森林管理局・署や県の森林総合監理士が、市町村の担当者等と連携し、
市町村森林整備計画の策定等の市町村林務行政に対する技術的支援
を実施するなど、地域の課題解決に向けて積極的に参画。 

ケーススタディ地区における取組 
 

 森林総合監理士による技術的支援を検
証し、他地域に普及・啓発していくことを
目的に、全17地区で取り組む。 

○ 森林総合監理士の登録数 
  （平成30年１月時点） 

  全国 1,169人 
  うち 管内８県 265人 
  うち 森林管理局職員 30人 

○ 森林総合監理士の主な役割 

  ① 広域的・長期的な視点に立った構想の作成 
  ② 地域の関係者や住民の間での構想の合意形成 
  ③ 制度や予算等を活用した構想の実現 

大分県豊後大野市 

宮崎県木城町 

福岡県 糸島市 

佐賀県 
伊万里市 
・有田町 

長崎県 五島市  

熊本県 
菊池市 

五木村  

大分県 
日田市  

豊後大野市 

宮崎県 

延岡市 

木城町  

綾町  

えびの市 

日南市 

鹿児島県 

さつま町 

日置市 

鹿屋市 

屋久島町 

沖縄県 国頭村 

新たな森林管理システムの概要 

「全国1,169人」は技術普及課

が林野庁に確認（公表されて
いない者を含む） 
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多言語看板の設置 

・ 優れた自然景観を有し、森林浴や自然観察等に適した国有林をレクリエーションの森として設定し、国民に
保健休養の場として提供。 

・ 特に魅力的な自然景観を有する等、観光資源としての活用の促進が期待される箇所として選定されたモデ
ル箇所において、インバウンド需要の呼び込みも目指して、環境整備や情報発信等を実施。 

⑥森林景観を活かした観光資源の創出 

○ レクリエーションの森の設置状況 

  （平成30年４月現在） 

   九州森林管理局管内 32箇所 
 

   うち『日本美しの森 お薦め国有林』（モデルレク森） 12箇所 

 「レクリエーションの森」の観光資源としての魅力を引き立て、多様なコンテンツを提供するため、モデルレク森に
おいて、修景伐採や施設整備等の環境整備や、多言語看板の設置による情報発信等、重点的な取組を実施。 

くまもと自然休養林（菊池水源地区） くじゅう山風景林 

歩道整備（猪八重の滝） 

わたしの美しの森 フォトコンテスト 
 日本国内の森林や山村地域の魅力的な
風景・場面を撮影した写真を募集・表彰。 

作品名「ドヤ顔」 九州森林管理局長賞 （宮崎自然休養林） （屋久島自然休養林） い の は え 
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・ 平成28年熊本地震及び平成29年九州北部豪雨では、山腹崩壊等の林地荒廃、法面・路肩の崩壊等の林道
施設の被害などが多数発生。 
・ 復旧・復興に向けて、国有林野における治山事業だけでなく、熊本県及び福岡県からの要請を踏まえ、県に
代わり直轄施行による民有林治山事業に積極的に取り組むなど、県・市町村と連携して、被災地の森林・林
業の再生に向けた取組を推進。 

⑦被災地の森林・林業の再生に向けた取組 

治山ダムの設置（南阿蘇村） 

平成28年熊本地震により被
災した熊本県阿蘇市と南阿蘇
村の民有林の治山施設につ
いて、特定民有林直轄治山施
設災害復旧等事業を実施。 

区分 予定 着手済 完了済 

区域 17区域 17区域 9区域 

渓間工 34基 34基 21基 

山腹工 3箇所 3箇所 1箇所 

渓谷内の復旧状況 約２年ぶりに一般開園 
（平成30年３月） 

菊池渓谷の復旧・復興 

平成29年九州北部豪雨
により被災した福岡県朝
倉市の民有林において、
朝倉市復興計画を踏ま
え、朝倉地区民有林直轄
治山事業等を実施。 

※平成30年12月時点（事業期間は平成30年度まで） 

区分 
直轄治山災害
関連緊急事業 

民有林直轄
治山事業 

応急復旧 10箇所 － 

渓間工 29基（17箇所） 153箇所 

山腹工 4箇所 33箇所 

朝倉地区民有林直轄
治山対策室（平成29
年12月25日設置） 応急復旧 

被害状況（朝倉市） 

流木による被害の防止・軽減 
 林野庁に設置した「流木災害等に対す
る治山対策検討チーム」による中間とり
まとめ（H29.11.2）を踏まえ、流木捕捉式
治山ダムの設置や間伐による根系の発
達促進等の対策を推進。 流木捕捉式治山ダム 7 



九州の森林 

※森林資源の現況（平成29年３月31日現在。国有林には林野庁所管以外を含む） 

民有林 
 223万ha 
 50% 

国有林 
 54万ha 
 12% 

その他 
168万ha 
38% 

森林 
277万ha 
62% 

九州森林管理局の組織 

 九州森林管理局では、17の森林管理署等を設置し、国有林の管理
経営を行っています。 

林野庁 九州森林管理局 

森林事務所（132） 

森林管理署（16）・支署（１） 

民有林 
20万ha 

国有林 
２万ha 

大分 

民有林 
40万ha 

国有林 
５万ha 

宮崎 

民有林 
41万ha 

国有林 
18万ha 

民有林 
７万ha 

国有林 
３万ha 

民有林 
44万ha 

国有林 
15万ha 

民有林 
40万ha 

国有林 
６万ha 

民有林 
22万ha 

国有林 
２万ha 

民有林 
９万ha 

国有林 
２万ha 

治山事業所（３） 

福岡 

熊本 

長崎 

佐賀 

沖縄 鹿児島 

九州の国土面積 

445万ha 
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  林野庁所管 他省庁所管 国有林計 

福岡 24,064.00 935.38 24,999.38 

佐賀 15,673.10 8.28 15,681.38 

長﨑 23,628.12 460.80 24,088.92 

熊本 62,644.50 1,744.00 64,388.50 

大分 46,368.29 1,967.95 48,336.24 

宮崎 176,559.96 1,036.92 177,596.88 

鹿児島 151,372.78 834.56 152,207.34 

沖縄 31,874.87 98.80 31,973.67 

計 532,185.62 7,086.69 539,272.31 

（※国有林のうち林野庁所管は53万ha） 



平成30年度 主要事業量 

項  目 事業量等（括弧内は前年度計画） 

収穫量  2,969 千㎥  （ 2,978 千㎥ ）   

主伐  1,097 千㎥  （ 1,193 千㎥ ） 

間伐  1,872 千㎥  （ 1,785 千㎥ ） 

木材の販売   815 千㎥  （  838 千㎥ ） 

立木   467 千㎥  （  475 千㎥ ） 

丸太   348 千㎥  （  363 千㎥ ） 

森林の造成   137 百ha  （  149 百ha ） 

植付     12 百ha  （     12 百ha ） 

保育   125 百ha   （ 137 百ha ） 

項  目 事業量等（括弧内は前年度計画） 

林道新設      ０ km   （  １ km ） 

林業専用道新設     31 km   （  42 km ） 

森林作業道開設      833 km   （ 866 km ） 

治山     32 億円  （  28 億円 ）  

国有林野内直轄     17 億円  （  17 億円 ）  

民有林直轄     15 億円  （  11 億円 ）  

西都児湯森林管理署新庁舎 
・国の庁舎で初めてCLT（直交集成板）を採用（平成30年7月完成） 

ＣＬＴパネル
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